
 

令和２年度決算の概要について 
 

１．財務諸表 
（単位：百万円）  

区分 項目 R1 R2 差引 

貸借対照表 

資産 17,278 17,079 ▲199 

負債 2,283 2,368 85 

純資産 14,995 14,711 ▲284 

当期未処分利益 80 116 36 

損益計算書 

経常費用 3,573 3,591 18 

経常収益 3,595 3,706 111 

臨時損失 21 0 ▲21 

臨時利益 3 0 ▲3 

当期純利益（損失） 4 114 110 

前中期繰越積立金取崩額 76 2 ▲74 

当期総利益 80 116 36 

収支決算 

収入計 3,693 3,794 101 

支出計 3,603 3,676 73 

収支差 90 118 28 

（注）金額は単位未満を四捨五入しており、差引は必ずしも一致しない。 

 

２．決算の概要 
〇貸借対照表は、資産、負債及び純資産を記載し、法人の財政状態を表示 

（増減状況） 

  ・資産は、改修を主とした設備取得を減価償却が大幅に上回り前年度比１９９百万円減少 

・負債は、寄附金債務が減少する一方で、施設設備関連の未払金の増、科研費の未執行部分の

預り増加により前年度比８５百万円増加 

・純資産は、県から現物出資を受けた固定資産等の減価償却が大きく、前年度比２８４百万円

減少 

〇損益計算書は、法人の運営状況を表示 

（増減状況） 

 ・経常費用は、新型コロナウィルスの影響で出張が減少したことにより旅費が減少した一方で、

修学支援制度の開始により奨学費が増加したこと等により、前年度比１８百万円増加 

・経常収益は、第３期中期計画期間に対する運営費交付金の見直しに伴い交付金の減がある一

方、新型コロナウィルス対策に関する特殊要因補助金の増加等より１１１百万円増加 

  ・当期総利益は、前年度比３６百万円増の１１６百万円 

〇収支決算書は、法人予算に対する実績を表示 

（増減状況） 

  ・収入計は、運営費交付金収入等が減少したものの、「特殊要因補助金」及び「授業料及び入

学金検定料」の増により増加  

  ・支出計は、人件費及び施設整備費が減少したものの、一般管理費の増により増加 

〇剰余金の額は、１１６，４９８千円 

・在籍者数に基づく経営努力不認定額１，１８３千円を除いた１１５，３１５千円について、

目的積立金として翌事業年度へ繰越承認申請予定 



主要財務データに係る増減状況【R2-R1】 （単位：百万円）

R1 R2 R2-R1 主な増減理由　　(単位：百万円)

資産 17,278 17,079 ▲ 199
固定資産 16,419 16,019 ▲ 400 図書(+31)、建物(▲349)、構築物(▲45)

流動資産 859 1,060 201 現金及び預金(+203)

負債 2,283 2,368 85
固定負債 1,908 1,907 0 固定資産見返負債(+43)、長期リース債務(▲47)

流動負債 375 460 85 未払金(+83)、寄附金債務(▲15)

純資産 14,995 14,711 ▲ 284
資本金 16,791 16,791 0
資本剰余金 ▲ 2,216 ▲ 2,614 ▲ 399
うち損益外減価償却累計額（▲） ▲ 4,007 ▲ 4,463 ▲ 456

利益剰余金 420 534 114
前中期目標期間繰越積立金 339 337 ▲ 2 今期取崩額(▲2)

教育研究及び業務運営充実積立金 0 80 80 今期中期計画期間分の積み立てによる増(+80)

積立金 － 0 0
当期未処分利益 80 116 36

負債純資産合計 17,278 17,079 ▲ 199
経常費用 3,573 3,591 18
業務費 3,342 3,263 ▲ 79
教育経費 559 572 12 奨学費(+77)、旅費交通費(▲30)、管理物品費(▲17)、

修繕費(▲11)

研究経費 173 139 ▲ 33 管理物品費(+12)、図書費(+3)、旅費交通費(▲43)、
報酬手数料(▲3)

教育研究支援経費 183 162 ▲ 21 図書費(+6)、管理物品費(▲14)、業務委託費(▲6)、
諸会費(▲4)

受託研究費 2 1 ▲ 1
共同研究費 6 4 ▲ 2
受託事業費 28 1 ▲ 26 給料(▲11)、消耗品費(▲3)、旅費交通費(▲3)

役員人件費 33 31 ▲ 1 賞与(▲1)

教員人件費 1,701 1,660 ▲ 41 給料(▲30)、非常勤教員給料(+7)

職員人件費 657 691 34 退職給付費用(+15)、非常勤教員給与(+22)

一般管理費 229 326 97 管理物品費(+44)、消耗品費(+42)、賃借料(+9)、
業務委託費(+9)、旅費交通費(▲9)、雑費(▲4)

その他 2 2 0
経常収益 3,595 3,706 111
運営費交付金収益 2,107 1,997 ▲ 110 期間進行基準分(▲127)、当年度退職手当分(+17)

授業料収益 954 1,036 82 浜田(+2)、出雲(+14)、松江(+66)

入学金収益 135 132 ▲ 3 浜田(▲3)、出雲(▲1)

検定料収益 61 31 ▲ 31 浜田(▲22)、出雲(▲1)、松江(▲8)

受託研究収益 2 1 ▲ 1
共同研究収益 6 5 ▲ 2
受託事業等収益 28 1 ▲ 27
寄附金収益 32 41 9 ゆめ基金(+16)、現物寄附(+4)、NEAR(▲10)

補助金等収益 70 314 245 特殊要因経費補助金(+133)、修学支援制度補助金(+110)

その他 198 147 ▲ 52 固定資産見返負債戻入(+2)、雑益(+2)、施設費収益(▲57)

経常利益（又は経常損失（▲）） 22 114 92
臨時損失 21 0 ▲ 21 過年度損益修正(▲21)

臨時利益 3 0 ▲ 3 過年度損益修正(▲3)

当期純利益（又は当期純損失（▲）） 4 114 110
目的積立金取崩額 76 2 ▲ 74
当期総利益 80 116 36

業務活動によるキャッシュ・フロー 12 335 324
補助金等収入(+255)、購入による支出(+160)、授業料収入(+54)、
人件費支出(+13)、運営費交付金収入(▲76)、検定料収入(▲30)、
その他業務支出(▲35)、入学金収入(▲17)

投資活動によるキャッシュ・フロー 146 ▲ 213 ▲ 358 定期預金預入支出(▲263)、有形固定資産取得(▲47)、
施設費による収入(▲40)、定期預金払出収入(▲18)

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 44 ▲ 49 ▲ 5 リース債務返済(▲5)

資金増加額（又は資金減少額（▲）） 114 74 ▲ 40
資金期首残高 549 663 114
資金期末残高 663 737 74
行政サービス実施コスト 2,814 2,733 ▲ 80
業務費用 2,286 2,253 ▲ 34
損益計算上の費用 3,594 3,591 ▲ 3 業務費(▲79)、臨時損失(▲21)、一般管理費(+97)

自己収入等 ▲ 1,308 ▲ 1,339 ▲ 31 検定料収益(+31)、受託事業収益(+27)、授業料収益(▲82)、
寄附金収益(▲10)

損益外減価償却相当額 440 457 17
損益外除売却差額相当額 0 0 0
引当外賞与増加見積額 8 ▲ 1 ▲ 9 賞与の増加見積額の減

引当外退職給付増加見積額 40 ▲ 24 ▲ 64 退職給付の増加見積額の減

機会費用 39 49 10 金利上昇による増

区分


